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■ ＢＣＰを策定済
■ ＢＣＰを策定中または検討中
■ ＢＣＰに準じた防災計画を策定済
■ 防災計画を策定中または検討中
■ いずれも未策定
■ 無回答
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地震や津波、台風や噴火など、企
業はさまざまな自然災害に直面する
可能性があり、近年発生した東日本
大震災や熊本地震などでは、大きな
被害を受けています。また火災や爆
発などといった人為的な要因で起こ
る人的災害もあり、状況によっては、
自然災害より損害金額が大きくなる
ケースもあります。

実際にこれらの災害が発生すると、
一次的な被害として、従業員の被災
によるケガ、企業活動に必要な動産
や不動産の損傷、取引先の被災、電
気やガスといったライフラインの断
絶などが生じ、事業が停滞・停止し
てしまうことがあります。さらに二
次的な被害として、修繕費用の発生

や売上げ・利益の減少、最悪のケー
スとしては倒産という事態を招くこ
とがあり注意が必要です。

一方、法令の改正や原材料の高騰、
為替レートの変動や感染症の発生な
どといった社会情勢の変化も、企業
経営を行うにあたり無視することは
できません。例えば、法令が改正さ
れると事業で規制される内容が発生
したり、原材料の高騰や為替レート
の変動が、製造コストを圧迫するな
どといったリスクへとつながってい
くのです。

被害を最小限にし迅速に復旧する

自然災害に関しては、発生を防ぐ
ことができませんが、人的災害にお

いては、ヒューマンエラーが原因に
なっているケースが多く見受けられ
ますので、ある程度発生をコントロ
ールすることが可能です。そのため、
火の元の管理を徹底し、作業を行う
時の安全管理の仕組みづくりを必ず
行ってください。まずは、基本業務
の確認手順を示し、注意喚起を促す
ためにもルール作成から始めるとい
いでしょう。

また、社会情勢の変化に対しても、
法令の改正であれば公開情報を事前
に確認しておき、為替レートの変動
に対しては、ちょっとした動向の変
化も見逃さないようにするなどとい
った努力を、日々怠らないようにし
てください。

災害などが発生した時すぐに対処 できますか
災害の発生や社会情勢の変化は、企業経営に大きな影響を及ぼします。

従業員や企業インフラなどが被災すると、事業の停滞・停止へと発展しかねません。

今号では、災害や社会情勢の変化などを考察しながら、その対処方法を紹介します。

今月のテーマ▶災害・社会情勢の変化

ＢＣＰの策定状況

出所：「会員企業の防災対策に関する
アンケート 2017年調査結果」

（東京商工会議所）

※ 小数点第２位で四捨五入しているた
め、合計が100％にならない場合が
ある

単位：％
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ただ、これらの対策を行っても完
全に防止することはできませんし、
自然災害のように、発生自体をコン
トロールできない場合があります。
そのため、発生後の被害を最小限に
とどめ、企業活動を迅速に復旧し、
活動が停止する事態が起こらないよ
うにするために、ＢＣＰ（Business 
Continuity Plan ＝事業継続計画）
を策定しておく必要があります。

東京商工会議所が公表している
「会員企業の防災対策に関するアン
ケート 2017 年調査結果」では、
全体の 27.4％の企業がＢＣＰを策
定しており、何も策定していない企
業は、30.5％になっています。一方、
従業員規模別に目を向けると、10
〜 29 人の企業では、ＢＣＰの策定
は 11.2％、何も策定していない企
業は 50.1％という実態が明らかに

なっています。まだ何も策定してい
ない企業は、対応を急いで行うよう
にしてください。

柔軟性のあるＢＣＰを策定

ＢＣＰは、緊急時に限られた経営
資源で事業を継続していくためのも
ので、従業員の生命と企業の財産を
守ることが前提になっています。こ
のことをきちんと押さえたうえで策
定していくことが重要で、まずは優
先して継続・復旧すべき中核となる
事業と、それらに関係する経営資源
の特定から始めるといいでしょう。

次にポイントとなるのが、中核事
業を復旧するための目標時間を定め
ておくこと。またそれらをまとめて、
緊急時に提供することが可能な事業
内容のレベルについて、あらかじめ
取引先と協議しておくことをおすす

めします。一方、事業拠点や生産設
備、仕入品調達の代替資源や代替策
などを、用意・検討しておくことも
忘れずに行ってください。

これらのことを固めてＢＣＰを策
定した後、緊急時の方針や内容につ
いて、安否確認方法なども含め従業
員と共通認識を持つようにしてくだ
さい。なお、ＢＣＰの策定において
は、ハード・コントロール（物理的
な対策）と、ソフト・コントロール

（教育・訓練）の両輪を充実させる
必要があります。

地震や感染症などといった原因に
かかわらず、緊急時の対策はどの経
営資源にも共通する点が多くありま
すので、ＢＣＰをきちんと策定し、
想定外のことにも柔軟な対応ができ
る企業体質を、ぜひつくり上げてい
ってください。

災害などが発生した時すぐに対処 できますか

経営資源の主な例 従業員に対する安否確認の手段 単位：％（複数回答）
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出所：「会員企業の防災対策に関するアンケート 2017年調査結果」（東京商工会議所）


